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一般社団法人日本相続学会 入会申込書 
 

私は、下記の登録内容で入会を希望します。 

   

※ 該当する項に〇を付けて下さい。                            申込日：     年    月    日 

※会員種別 正会員（会費年額 10,000 円） ・ 学生会員（会費年額 5,000 円） ＋入会金（3,000 円） 
会員名簿

掲載 

氏名（フリガナ） （                      ）  可 ・ 否 

現
住
所 

〒 
可 ・ 否 

TEL. FAX. 可 ・ 否 

所

属

先 

名称： 
可 ・ 否 

部署・役職： 可 ・ 否 

〒 

可 ・ 否 

TEL. FAX. 可 ・ 否 

学会連絡メールアドレス 
（ローマ字楷書） 

 可 ・ 否 

※通常通信先（学会誌等送付先、会員名簿掲載情報）を ＜ 現住所・所属先 ＞ とします。 

 

※専門、または特に関心の深い分野・領域・課題等（複数選択可） 

1 法律  2 税務  3 資産運用  4 保険  5 不動産  6 事業承継  7 医療  8 介護  

9 その他（20字まで自由記載）： 

    

誓 約 書 
一般社団法人日本相続学会 御中 

 

私は、以下を誓約の上貴学会に入会を希望します。 
貴学会の許可なくして、学会外にはもとより、学会関係者で当該事項に直接関与しない者に 

対し、貴学会において知り得た秘密事項・情報を、開示、漏洩もしくは使用することは一切し 
ません。貴学会の会員を外れたとしても、上記にかかる事項・情報を開示、漏洩もしくは使用 
しません。推薦人（会員に限る）は，下記の入会希望者を責任を持って推薦します。 
                              年    月    日 
 
 
 会員推薦人署名                 本人署名                

（生年月日   年  月  日） 

提供いただいた個人情報については、一般社団法人日本相続学会が責任をもって管理し、学会の運営に必要な範囲内で利用させていただきます。 

 



 

般社団法人日本相続学会 

会員規定 

（目的） 

第１条 この規定は、一般社団法人日本相続学会（以下「本学会」という）の定款第２章記載の会員に関する条文

の運用および会員の権利と義務等に関する事項を定める。 

（性格） 

第２条 会員は、定款に定められた目的、事業内容をよく認識し、活動、事業、財政面での支えとなるとともに、定

款第２条の目的の実現に努めなければならない。 

（会員の権利） 

第３条 会員は「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」に定める権利および定款に定める権利に加え

て次の権利を有し、正当に行使することができる。 

（１）研究部会、地方部会等各種部会やセミナーに参加して、定款第２条の目的の実現に向けて適正に活動す

る権利。 

（２）会報等により、会員活動に必要な情報を受ける権利 

（会員の義務） 

第４条 会員は、社員総会の議決を遵守し、定款及び規則等に定められているところの義務を負う。 

２．会員は住所、氏名、所属機関、所属支部、機関誌送付先に変更がある場合には、指定した書式により事務局

へ速やかに届け出なければならない。 

（入会金） 

第５条 本学会の成立後、正会員および学生会員となるものは、入会時に入会金３，０００円を払う必要がある。 

（会費） 

第６条 会費とは、事業年度の会費をいう。 

２．定款第８条による会費は次のとおりとする。 

（１）正会員  年会費      １０，０００円 

（２）学生会員 年会費      ５，０００円 

（３）賛助会員 年会費１口   ５０，０００円 

３．毎年１１月以降４月末日までの間に新たに会員となった会員からは、当該年度について上記２．の会費を徴収

するが、５月から１０月末日の間に新たに会員となった会員からは、当該年度については２．で定める会費の半分

の会費を徴収する。 

（会費の納入） 

第７条 会員は、毎年当該年度の初めに会費を納入しなければならない。 

２．ただし新入会員は入会時に当該年度の会費を納入しなければならない。 

（滞納に対する処置） 

第８条 １年滞納の時点で会費が納入されない場合は、定款１０条５項により退会とみなす。 

（規程に定めのない事項） 

第９条 この規則に定めがなく、実施上必要な事項は、会長が別に定める。 

（改廃） 

第１０条 この規定の改廃は、社員総会の決議を必要とする。 

 

改訂履歴 

２０１３年９月１９日施行 

２０１５年１月２９日改訂 

 


